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化学物質に関するリスクコミュニケーションについて

横浜国立大学大学院 環境情報研究院

教 授 浦 野 紘 平

１．(社)日本化学会の｢化学物質のリスクコミュニケーション手法検討会｣の経緯と成果

旧環境庁、旧通産省の支援のもとで、平成 年度から平成 年度まで、化学者と人文科9 11

学者のほか、地方自治体職員、各業界の企業人、 消費者団体、マスコミ関係者等のNGO/

幅広いメンバーで検討された。

別紙のような図書が出版された。

版 ﾍﾟｰｼﾞ(ぎょうせい発行)「化学物質のリスクコミュニケーション手法ガイド」B5 162

２．リスクコミュニケーションが必要な場合

①行政が事業を実施するときに、有害化学物質が排出される恐れがある場合

②工場等が日常操業で有害化学物質を排出している場合

③日常生活で用いられる物質、製品に不安が感じられている場合

④居住地近隣または自然環境保全上重要な地域に、工場等が新設または増設されて

有害化学物質が排出される恐れがある場合

⑤工場等で小事故が発生した場合

⑥法令の不備、不適切な運用、不法行為による環境汚染が疑われたり、発見された場合




























